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1　問題の所在
　債権担保の制度として，人的担保制度がある。これは，物的担保制度と対比される債権担保制度で
ある。そして，従来は，債権担保制度としては，物的担保が中心であり，人的担保は，その補助的な
ものと認識されてきた。物的担保設定にあたっての煩雑さに比べてその設定が容易であること，物的
担保権の実行は担保財産に対する利害関係人の利害との調整の必要から煩雑，厳格であるのに対して，
人的担保の場合には請求によるだけでよく簡易であること，物的担保の客体となる財産のない債務者
の場合でも人的担保の利用により債権の担保を図ることができることなどの長所があると指摘されて
はいるが，究極的には，人的担保者の一般財産によって担保されるにすぎないことから，債権者が満
足をうけ得るか否かは不安定であることによるものである。
　しかし，今日では，この人的担保制度を積極的に利用しようとする傾向が強まってきている。①中
小企業者や消費者のように信用のない者に信用を供与するために，公益的・政策的な見地から，それ
らの者について人的担保を利用する場合である。中小企業信用保証協会による保証や，公庫住宅融資
保証協会による保証など図表1の人的担保がそれである。②消費者の事業者に対する債権保全のため
に人的担保を利用する場合である。不動産取引における不動産取引に伴う前金保全のための保証など
図表2の人的担保がそれである。③住宅ローンや教育ローンに伴う消費者の債務を有償で担保するた
めに人的担保を利用する場合である。保証会社や保険会社によるローン保証など図表3がそれである。
これらいずれもが，物的担保の目的となる財産のない者か信用の得られない者のために人的担保が利
用されている点では共通している。しかし，①と②は，公益的・政策的見地に立つものであるが，③
は私的取引の観点に立つものであるという差異がみられる。そこで，人的担保につき検討するにあた
っては，この両者の差異により人的担保法理上，差異があるのかどうか問題となる。
　また，これらの人的担保においては，有償であるのが原則である。とくに，③は営利を目的とする
ものであり，いわゆる「保証取引」ともいえるもので，人的担保を取引の対象とするものである。こ
のような取引として行われる人的担保についての法理をどのように考えるかも問題となる。
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　さらに，③に属する住宅ローン保証や保険の場合は，金融機関が融資をするにあたって住宅を担保
として物的担保を設定し債権を保全することが可能であるにもかかわらず，保証会社や保険会社から
人的担保をとるだけて債権の保全を図る揚合が多い。そして，保証会社や保険会社が住宅に物的担保
を設定することによって，自己の債権の保全を図るという仕組みが用いられている。これは，金融機
関自身が物的担保を設定して信用を供与するのは経済的効用からみて適切でないことや，金融機関自
身が物的担保を実行することによるイメージダウンを回避することなどのために，積極的に人的担保
を利用するものである。しかし，この場合には，本来，物的担保の設定が可能であるにもかかわらず
それを行わないで，人的担保を利用している点が注目される。そして，その物的担保は保証会社や保
険会社などの人的担保提供者が利用する。この仕組みは，物的担保を人的担保に変えているものとみ
ることができよう。すなわち「物的担保の人的担保化」現象ともいえるものである。このような場合
の人的担保についての法理も問題とされなければならないであろう。
　ところで，人的担保の代表的なものとされるのが「保証」制度である。そして，民法は，これを
「保証債務」として規定している。そこで，前述のような人的担保の法理を問題にするにあたって，
この民法上の「保証」法理が，そのまま通用するものなのかどうか問題となる。このためには，「保
証債務」規定が，人的担保としてどのような特質をもったものであるのかの検討も必要になる。
　さらに，従前から「保証債務」の他にも，「連帯債務」，「不真正連帯債務」，「併存的債務引受」，「身
元保証」，「信用委任」，「信用保険」，「保証保険」なども一般的には人的担保とされている。そうだと
すると，これらの諸制度間には，共通の法理があるのかどうか。そして，人的担保の典型とされる
「保証」法理がどこまで通用するのかについても検討されなければならない。しかしこれまでは，各
制度と保証債務との異同については説明されてはいるが，法理としての共通性や差異を全体として検
討されてこなかったのである。このため，かかる見地からの総合的検討が必要とされる。
　そして，以上のような今目における人的担保制度の利用実態からの検討と，人的担保の典型とされ
る保証債務についての再検討と，保証以外でこれまで人的担保とされてきた諸制度の検討によっては
じめて，人的担保法理の形成が可能になるものと思われる。本研究の最終目的は，このような検討を
通じての人的担保法理形成にあるわけである。ただ，本稿では，このような検討に入る前のその研究
の序論的検討として，まず人的担保概念の整理を試みるとともに，人的担保として利用されている諸
現象の代表的なものにつき概観分析を行うことによって，仮説的な人的担保制度の類型化を試みる
にとどめる。
2　「人的担保」概念の整理
　1　「人的担保」概念
　「人的担保」という用語は，「物的担保」概念に対比して，今日，一般に用いられ，定着している
といえる。しかし，法律概念として「人的担保」とはどのようなものであるかについては，それほど
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確固たる概念構成はみられないようである。そこで，「人的担保」法理の形成を試みるためには，ま
ず，どのようなものとして「人的担保」概念が用いられているのかをみて置く必要があろう。
　そこで，二，三の法律学辞典をみるとっぎようである。①民事法学辞典では「ある人の信用（究極
においてはその一般財産）をもってする債権の担保であって，対人担保ともいう」と定義され，その
効力内容については「人的担保は，債務者の人数を増やすことによって債権者が追求しうる一般財産
の数・数量を増加させるだけの効力しか生ぜしめないから，担保する者の一般財産の状態如何によっ
て担保としての価値が左右され，どうしても人的要素への依存度が強い」と説明し，保証債務が典型
ではあるが，いわゆる多数当事者の債務がその債権担保的作用に着眼して理解されるようになった今
日では，連帯債務，不可分債務，併存的債務引受，損害担保契約もこれに属すると解している（1）。②
法律学小辞典では「債務者が債務を弁済しないときに債務者以外の者の総財産によって，債務の弁済
を確保する手段をいう」と定義され，その効力内容については「総財産によって担保されるといって
も，債権者は，その総財産について優先弁済権も追求力ももつわけではなく，単に保証人等に対し債
務の履行を請求し，その財産に対し強制執行の手続をとれるというにすぎない」とし，保証債務が典
型例であるが連帯債務も人的担保の作用を営むと解している（2）。③銀行実務用語解説では「1個の債
権について，債務者の他に，別に債務者を設けて同時に2人以上の債務者の総財産を一般担保として，
債権の満足を確保しょうとする制度をいう」と定義され，「民法の認める人的担保には，保証と連帯
債務がある」としている（3）。
　これら辞典によると，人的担保概念は，いずれの場合でも，それぞれに定義づけられた内容をもっ
た担保の上位概念と位置づけられている点で共通している。しかし，その定義づけには若干の差異が
みられる。①は抽象的であるのに対して，②と③は具体的に定義づけられている点で異なるだけでは
なく，①の定義のほうが②や③より広い概念として捉えられていることである。それは，「ある人の
一般財産による担保」を意味する点では共通しているが，①は，これだけを内容としているのに対し
て，②や③は，これによって担保される対象を「債務者の債務」であると限定している点に差異がみ
られるからである。もっとも，担保の対象となる「債務者の債務」の内容が明らかではないが，民法
の保証債務における「債務の担保」に限定するのであれば，その概念は極めて狭いものとなる。これ
に対して，①では，他人の「債務の担保」の他に，他人の「信用」や「損失」を担保する場合も包含
されることになろう。このことは，人的担保に属するものとしての例示をみても，②と③では保証債
務と連帯債務のみが挙げられているのに対して，①では，これらの他に不可分債務併存的債務引受
や損害担保契約も挙げられており，それらの上位概念とされていることからも知ることができる。と
くに，損害担保契約も含めていることは「損失の担保」も含まれることを意味するわけで，注目され
るところである。また，その効果内容については，被担保者以外のある人の「一般財産による担保」
である点は共通している。ただ，いずれの揚合でも，人的担保であることによる共通の法理をもって，
それに属する諸現象が説明できるものなのかどうかは明らかにされていない。すなわち，人的担保法
理なるものがあるのかどうか，その法理が人的担保に属するとされる諸現象を法的に処理するにあた
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って共通の基準となりうるものなのか否かについては，明らかにされていないのである。このため，
これらによる人的担保概念は，各種の担保現象の整理概念であり，そのための上位概念として捉えら
れているにすぎないのである。
　人的担保概i念は，今日，民法の書物にも一般的に使われている。それは，多数当事者の債権関係を
「人保担保」制度という面から再構成する見解が多くなった（4），ことも影響しているものと思われる。
その端緒は末川博士（5）であり，明確化したのが我妻博士であるといわれている（6）。我妻博士のは，「債
権の担保として特別の担保を利用することも債権の効力に関することであるが，そのうち人的担保
（保証と連帯）は債権法中に包摂される」とし，民法は，多数当事者の債権関係を債権の主体におけ
る特殊の形態とみているが，「本講義においては，かかる態様における債権関係の有する担保的作用
に重点を置き，これを普通の態様における債権の説明の後に取扱うことにした」として，このことを
指摘されている。
　そこで，民法の書物にみられる人的担保についての記述を概観すると，つぎのようである。
　（1）我妻博士は，担保物権法の書物では，担保制度には人的担保と物的担保の二つの制度があり，
「前者は，債務者以外の者の一般財産をもって担保するものであって，保証と連帯とがその最も主要
なものである」とし，この「人的担保制度は，担保する者の一般財産の状態によってその担保として
の価値を左右されるものであるから，債権の経済的価値は，なお専ら担保者の人的要素に依存する」。
ただ，物的担保の目的とするに適した財産を所有しない人々に対する金融は，人的担保の手段に訴え
る他なく，しかして，これらの人々に対する金融について国家が積極的に援助しようとする傾向が次
第に顕著となるに際しては，人的担保制度に種々の改善を試み，その作用を伸長させることは怠って
はならない」。その意味では，農村負債整理組合法における組合員の保証責任と無限責任，サラリー
マンや中小商工業者への金融のためにかつて銀行が考案した種々の人的担保制度，とりわけ勧業銀行
の十人連帯申込みによる無抵当貸付制度，それらの制度を一層整備した信用保証協会の保証とこれを
強化する中小企業信用保険法が注目に値すると説明されている（8）。債権総論の書物では，「物的担保
制度が次第に入的担保制度を凌駕する傾向を示す」。しかし「信用授受について国家が積極的に助長
の手を伸ばそうとする場合には，人的担保制度を改善してこれを利用する途を選ばねばならない」が，
中小企業信用保険法によって国が営む信用保険はその顕著な一例であるが，この制度は，信用保証協
会が中小企業者の金融機関からの借入についてした保証による損失を補償するという意味では，求償
保証と同一であり，保険制度が利用される点に重要な意義があると記述されている（9）。我妻博士によ
れば，人的担保概念は，種々の担保を物的担保との対比において区別するための区別概念および保証
債務や連帯債務などの上位概念として位置づけられている。また，その概念内容については，「第三
者の一般財産による担保」であること，その担保力は「人的要素＝一般財産」によるものであるとし
ている。このことを前提として，専ら人的担保の社会的機能につき重点を置いて記述されている。そ
の中で，人的担保の概念内容との関係でとくに注目されるのは，信用保証協会保証や信用保険も人的
担保のなかに含まれるものであることを指摘していることである。それは，後述のように「債務の担
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保」に限らず，「信用の担保」や「損失の担保」の場合も人的担保として捉えることが可能であるこ
とを暗示するものであるし，「保険」の形式にょる場合も人的担保概念に包含されることを意味する
ものといえるからである。ただ，人的担保概念によって共通の法的処理が可能かどうか，すなわち人
的担保法理の形成については言及されていない。このことから，人的担保を法理概念としては観念し
ていないといえる。
　②　柚木＝高木教授の担保物権法の書物では，債権担保の制度には「人的担保または対人担保と物
的担保または対物担保との二種がある」。「人的担保とは債権者以外の第三者の一般財産を債権の担保
とするものであって，民法第三編r債権』の中でr多数当事者ノ債権』の一種として規定せられてい
るr保証債務』およびr連帯債務』がすなわちそれである」。それは「浮動し易い人的信用に依存す
るものである」が，「担保財産を有しない債務者にとって人的担保はなおあなどり難い重要性を有す
るものである」と述べられている（1°）。柚木＝高木教授も，人的担保概念は担保の区別概念であり，上
位概念として位置づけられている。この点は，我妻博士の見解と共通する。また，概念内容としては
「第三者の一般財産による担保」であることと，その担保力は「人的要素＝一般財産」に依存するも
のであること，その担保としての機能にっいても我妻見解と共通する。さらに人的担保法理の形成に
言及していないことも同様である。ただ，特徴としては，人的担保にあたるものとしては，多数当事
者の債務関係である保証債務と連携債務のみが挙げられているにすぎない。．このため，人的担保を
「債務の担保」にのみ限定することを意味するのかどうか，また「保険」の形式によるものはこの概
念に包含されるのかどうかが問題となる。
　（3）星野教授は，物的担保の他に人的担保があり，後者は，「保証債務および契約による連帯債務
であって，その特色は，信用供与を受ける債務者のほかに，ほぼ同じ内容の債務を負う者（保証人，
連帯債務者）をおくことにより，債権の担保をはかるものである」と記されている（11）。そして，この
ことを前提として，物的担保と人的担保の比較も行われている（12）。星野教授の見解も，基本的には，
我妻見解や柚木＝高木見解と共通する。すなわち，人的担保概念を区別概念，上位概念として位置づ
けていること「他人の一般財産による担保」性と，その担保力は「人的要素＝一般財産」にとどまる
ことは共通している。ただ，人的担保は「債務者と同じ内容の債務を負う」ことによる担保であると
されていることから，「信用」や「損失」，「損害」を担保者の一般財産によって担保する場合は含ま
れない可能性が強いし，また「保険」の形式による場合は包含されないことになる点が注目される。
なお，人的担保法理の形成には関心は示されていない。
　四　鈴木（録）教授は，「債権担保制度は，人的担保制度と物的担保制度とに大別される。甲が乙
から融資をうける揚合に，甲の一般財産のみならず，第三者丙の一般財産をも乙の融資の引当とする
ことによって融資債権の回収の確実度を増やそうとするのが人的担保制度であり」，「人的担保におい
ては，上述の丙が，たとえ人的担保成立の時点では十分な資力があっても，その後にかれの資力が悪
化することはありうるから，人的担保による債権回収の確実度は完全ではない。しかし，人的担保は，
物的担保に比して，その成立のための手続が簡単であるだけではなく，融資をえたいと欲しながら物
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的担保に供すべき適当な財産を有しない者は，人的担保の方法によらざるをえない」と説明され，貸
金債権の人的担保として保証，連帯債務不真正連帯債務につき記述されている（13）。鈴木（録）教授
の場合は，人的担保の担保力面に重点がおかれているが，入的担保概念の捉えかたにおいては，それ
までの諸見解と全く共通している。すなわち，区別概念，上位概念としての位置づけ，特定の法理概
念としては捉えていないし，その概念内容および担保力において異なるところはない。ただ，人的担
保のなかに不真正連帯債務も包含させている点だけは異なる。しかし，いずれにしても「債務の担保」
の域を出るものではないのである。
　（5）棋教授は，人的担保と物的担保のあることを指摘した後に「人的担保は信用を受けた債務者の
なすべき一定価値額の返還を他の者によって保障させようとする制度であり，人的担保の取引を通じ
て第三者を債務者の列に加え，それによって任意弁済の機会を増大させるとともに，強制執行の容体
たる責任財産の量を増大させようとするものである。保証と連帯がその典型であり…債務者のそれに
人的担保者のそれを加えるものである」とされ，この人的担保の取引に手続の簡易さから広範に利用
されているが合理的な計算関係に立たないものが大半を占めていた。しかし今日では，金融機関が有
償の委託に基づく保証の形で合理的な計算に基づいてこの取引に参加するものが多くなり，国家もそ
の政策上一定分野での信用創造を積極的に促進する意味から自ら保証人となり，保険者となる場合が
あり，金融機関や国家などの引受ける人的担保は，保険ともその実質的機能を接近させてくることに
なると説明されている（14）。棋教授は，主として人的担保の担保的機能の観点に注目して記述されてい
るが，人的担保概念の捉えかたにおいては，基本的には，我妻見解や柚木＝高木見解と異なるものでは
ない。すなわち，区別概念であり上位概念として位置づけるにすぎず，特定の注理概念として捉えて
いるとはいえない。なお，その担保力についても異なるものではないのである。しかし，概念内容とし
ては「債務者の一定価値額の担保」とされているのは注目される。その意味内容は必ずしも明らかで
ないが，その「価値額」とは「債務」額を意味するにとどまるのか「損失」「損害」額をも含む意味をもつ
ものなのか，さらには「信用」をも含まれるのか，いずれと解するかによって人的担保概念は異なる
ことになるといえるからである。有償保証も含まれること，さらには人的担保と保険との接近が指摘
されていることは注目される。しかし，人的担保と保険とは異なるものであることを当然の前提とさ
れているようであり，我妻見解のように同質的には捉えられてはいない点で，若干の差異がみられる。
　（6）加藤教授は，「担保は大別して，保証人という人的担保，および担保物権を中心とする物的担
保に分かれる」とし，「人的担保としての保証は，本来の債務者のほかに，資力のある保証人によっ
て債務の弁済を確保するという意味をもつ」が，一種の気休めに使われることが多く，「雇傭契約に
おける身元保証などもそういう傾向が強い」。「ところで，保証債務においては，債権者は特別の優先
権をもつわけではなく，主債務者のほかに保証人の一般財産をあてにできるということであって，そ
こには債権者平等の原則が依然として及んでいる」。したがって「保証債務は担保として不確実なも
のになる。保証債務上に安心していることはできない。そのため一般の債務の保証とは異なるが，個
人的な身元保証は，社会的な広がりをもつ信用保険制度へと徐々に転換しつつある。また，一般の保
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証についても建築請負の保証や中小企業の債務の保証については，事業として保証料をとって保証す
るという，保証会社や信用保証組合のようなものも出現している」と記述されている（15）。加藤教授
によると人的担保概念は区別概念として位置づけていることは明らかである。ただ，人的担保が保証
債務と等置されている面があるとともに，身元保証を包含するものとして捉えている面のあることか
ら，これらの上位概念として捉えているのかどうか明確ではない。身元保証を保証債務であると解す
るのであれば，人的担保と保証債務は同様の概念にすぎないことになるわけであるが，身元保証は通
説のように保証債務とは異なり損害担保契約たる性質をも持つものであるとの見地に立つとすると，
人的担保は保証債務や損害担保契約をも包含した上位概念として理解していることになるからである。
さらには，この保証のなかに建築請負保証や信用保証も含まれるものであることが示唆されており，
人的担保は少なくともこれらを包含した概念として捉えられている。このことから，人的担保は，単
なる保証債務と等置される概念にとどまるものではないようでもある。なお，このような人的担保は
信用保険と関係するものであることも示唆されている。もっとも，信用保険も人的担保概念に含まれ
るかどうかは明確ではない。なお，有償保証も念頭におかれているようである。ところで，一方では
概念内容としては「債務の担保」として捉え，担保力としては「人的要素；一般財産」に依処するに
すぎないとする点は，多くの見解と共通するものである。さらに，特定の法理概念として観念されて
いないことも共し通ている。
　（7）五十嵐教授は金融法の書物のなかで，人的担保（対入担保）と物的担保（対物担保）は最も重
要な区別であり「ある債権について引当となる財産が債務者以外の者の一般財産に及ぶか，それとも
特定の財産に対し他の債権者より優先的に弁済を受ける権利が認められるか」が異なる。人的担保と
しては，古くから保証債務の制度が有名であるが，連帯債務不可分債務併存的債務引受も人的担
保の機能をもっていると説明される（16）。また，中馬教授は，それにつづく記述で，債権の人的担保と
して，保証債務，支払承諾，保証協会保証，中小企業信用保険，身元保証，信用保険，損害担保契約，
連帯債務，併存的債務引受，不可分債務，協調保証などがそれに含まれるとされる（17）。これらの記述
によると人的担保概念は区別概念であるとともに，上位概念として位置づけられていることは明らか
である。そして，人的担保概念に包含されるものとしては，「債務の担保」に限らず，身元保証や損
害担保契約のような「損失の担保」，保証協会保証のような「信用の担保」も観念されているし，「保
険」の形式による場合も同様に解している点が注目される。しかし，特定の法理概念としての位置づ
けは行われていない。また，概念内容については「ある債権についての他人の一般財産による担保」
とされ，「ある債権の担保」として，担保の客体となるものについては広範囲なものであることが予
定されているが，「他人の一般財産による担保」と解する点と，担保力を「人的要素＝一般財産」に
依拠している点は，他の見解と異なるものではない。
　（8）拙稿でも「債権担保制度の基本的構造はつぎの二っにわかれる。一つは，債務者の代わりに，
ある人（保証人，連帯債務者などの担保者）に債権の弁済義務を負わせ，その担保者の信用と一般財
産によって債権を担保する方法で，人的担保制度」があり，他方では物的担保制度がある。「人的担保
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という場合，一般的にはrある人の信用，究極においてはその一般財産をもってする債権の担保』」
である。これには附従的保証のほか独立的保証を含めた「広義の保証」すなわち連帯債務，不真正連
帯債務，併存的債務引受などを含む他，人的担保についての積極的な，新たな現代的利用の出現とし
て，「一つは，資力や信用力の劣る企業者，とくに中小企業者，中小漁業者，農業者に信用を与え金
融機関からの融資を容易にする目的が特別の機関ないし協同的機関によって行われる保証（中小企業
信用保証，中小漁業融資保証，農業信用保証等）ないし保険（中小企業信用保険，輸出保険，機械類
信用保険等）であり，二つは，消費者信用に際して利用される保証（消費者信用保証，住宅ローン保
証，自動車販売保証，日本信販保証等）ないし保険（住宅P・一一ン保証保険，個人ロ　一一ン信用保険等）
であり，三つは，物品納入，工事請負等の履行責任についての保証（工事完成保証，納品保証等），
ないし保険（履行保証保険，請負信用保険等）がそれである」と記述したことがある（18）。ここでも，
人的保証概念は，区別概念として，また上位概念として観念していたのである。また概念内容として
は「他人の一般財産による担保」であり，その担保力は「人的要素二一般財産」に依拠されるという
点でも，多くの見解と同様である。しかし，その担保の客体は，「債務」に限定されないで，「責任」，
「損失」，「信用」を担保する場合も，人的担保に包含されるものと考えていたのである。また，「保険」
の形式を用いる場合も人的担保であるとの考えによっているのである。ただ，この時点では，特定の
法理概念としての認識はみられない。
　ところで，以上のような「人的担保」についての，これまでの辞典や法律書による記述を整理して
みると人的担保概念についての共通面がみられるところもあるが，若干の差異の生ずる面もないでは
ない。共通する点としては，まず人的担保概念は，物的担保と区別するための区別概念として使われ
ていることである。また，それは種々の担保の上位概念として観念されていることである。そして，
これまでの多くの見解では，この程度の概念としてしか位置づけが行われていないということである。
そうだとすると，人的担保概念は，種々の担保制度の分類概念，整理概念にすぎないとみることがで
きよう。しかし，人的担保概念は，このような位置づけにとどまるものなのかどうかは，さらに検討
しなければならないであろう。人的担保として分離され整理される担保に共通する特質を検討するこ
とによって，法的処理における共通性を見出すことによって，人的担保法理の形成を試み，法理概念
として形成することが可能かどうかを検討することが要請されるのである。そして，このことは，人
的担保の典型とされる保証法理が，人的担保概念に包含される他の担保にどこまで適用され，また適
用されないかを判断する上においても重要である。
　なお，人的担保の概念内容として共通している点は，「他人の一般財産による担保」であり，その担
保力は「人的要素＝一般財産」に依拠しているにすぎない担保であるということである。このため，
債権者の引当となる一般財産の量が増加する可能性に注目しての担保にすぎず，優先弁済力はなく，
債権者平等の原則に服するものである点も異存はない。ただ問題は，担保の客体となるのは「何」か
である。最も狭義には，星野見解のように「債務者の債務につき，同一の内容の債務を負担するとい
う方法での担保」に限定するものもある。これに対して多くの見解は「債務」を担保するものである
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と観念しているようである。人的担保を保証債務ないし連帯債務の上位概念と観念する見解や，その
他の多数当事者の債務関係や併存的債務引受にまで拡張した上位概念と観念する見解は，明らかに
「債務の担保」に限定するものといえよう。そして，損害担保契約をも含めた上位概念と観念する見
解においても意識としては同様ではないかと思われる。さらに我妻見解や中馬見解までその範囲が拡
大され最も広義な上位概念と観念される場合でも，意識的にしろ無意識的にしろ「債務」を担保する
ものと観念しているものと推測される。しかし，詳細に検討すれば，それが広義な上位概念と観念さ
れればされるだけ「債務の担保」に限定することのできない要素のあることを認識する必要があるの
である。一見「債務の担保」のようにみえるが，その実は，「責任」や「損失」や「信用」を担保し
ていると観念しなければならないと思われるからである。この点，私見においては，人的担保には
「債務の担保」のほかに「信用」を担保するものも含まれると解してきたが，さらに「責任」や「損
失」を担保するものも観念できるのではないかと考えている。
　さらに，「保険」の形式の用いられる場合をも含むかである。加藤見解や中馬見解，それに私見で
はこれを積極に解している。棋見解は，その共通性を指摘している。その他の見解では保険は観念さ
れていないようである。しかし，さきの拙稿での人的担保の現代的利用においてみられるように，保
証の形式をとるものと保険の形式をとるものとが対をなして存在しているのが現状である。それは，
法形式の観点からすると，主債務者の債務の履行ないし担保という保証の形式が用いられているもの
と，債権者の被る損害を填補するという保険の形式を用いているものとに区別されるわけであるが，
両者はいずれも，信用を付与するとともに自己の一般財産によって責任を負うという点では同一の経
済的機能を担っているのである。そこに，保険の保証への同等化がみられることは，保険の側からは
すでに認識され，指摘されているのである（19）。すなわち「保証の基本的特色は，①実際の当事者が債
権者，債務者および保証人の三者であること，②給付の内容として主債務者の債務不履行にもとつく
損害を対象としていること，③主債務者の信用補完の機能をもつことの三点にあるという見解に立つ
と，保険も同様な特徴を有している」とか，保険と保証とは歴史的沿革を異にするが，保証が保険的
仕組みで構成した場合には，保険と保証との接近が進められ，このことは保険の自己増殖ないし拡大
現象とうけとめることができ，そこでは保険と保証とが融合して峻別不可能となってきているという
か，保証保険は保険契約と保証契約の両面の性質を併有するものであるとかが指摘されている。この
ことは，法形式が全く異なりながら，近接，同化が行われることによって統合化の方向を示唆するも
のである（2°）。もっとも，すべての保険との同質性を認めることができるかは疑問であるが，少なくと
も保証保険や信用保険に限っては，その同質性はあるものと解されよう。ただ，保証保険や信用保険
について「保証」との同質性を求めることができるかどうかについては問題である。保証は，本来的
には「債務の担保」とされていることから，これとの同質性を求めるとすると擬制が伴うのではない
かと考えられる。そして，同様のことは，人的担保を「債務の担保」に限定する限りにおいては，こ
れとの同質性を導くことも困難であろう。しかし，人的担保には，「債務の担保」のほかに「責任」，
「損失」，「信用」の担保も観念できるものと解するならば，これらの保険との同質性を見出すことは
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さほど困難ではないであろう。そして，これらの保険を含めての人的担保法理の形成が要請されるこ
とになるのである。
　そこで，このように人的担保の現代的機能を前提とし，また保証保険や信用保険との同化に注目す
るとき，「人的担保」概念としては，「被担保者のr債務』・r信用』・r地位』・r損失』を，担保者の
一般財産により担保するものであり，その担保力は担保者の信用，一般財産による人的要素ないし人
的責任に依拠する担保」であると観念するのが妥当と考える。そして，このことを前提とした上で，
法理概念としての人的担保概念を形成することが要請されるのである。このことは，人的担保の対概
念とされる物的担保概念については，区別概念，上位概念にとどまらず，物的担保に属する担保に共
通する特質を抽出し，物的担保法理を確立した上で，それが下位概念としての質権や抵当権などにど
こまで適用可能か，またなぜ適用されないのかにつき検討が行われていることと比較しても，人的担
保概念だけが取り残された感があり，早急にその検討が要請されるところである。人的担保概念にっ
いて，このような法理概念形成が等関視されてきた原因はどこにあるかは明らかではないが，人的担
保の現代的役割や保険との同化が問題となってきた今目においては，その必要性はますます増加して
きたのではないかと思われる。
　注
　（1）椿寿夫「人的担保・物的担保」民事法学辞典上巻1068頁。
　（2）藤木英雄＝金子宏＝新堂幸司編・法律学小辞典526頁。
　（3）岩田準平監修・銀行実務法律講座新訂用語解説編233頁。
　（4）　西村信雄編・注釈民法（11）20頁〔椿寿夫〕。
　（5）　末川博・債権法71頁，72頁。
　（6）西村・前掲書20頁〔椿〕。
　（7）我妻栄・債権総論11頁，177頁。
　（8）我妻栄・新訂担保物権法3頁。
　（9）我妻栄・新訂債権総論448頁。
　（10）柚木馨＝高木多喜男・担保物権法〔新版〕1頁，2頁。
　（11）星野英一一・民法概論ll　220頁。
　（12）　星野英一・民法概論皿144頁以下。
　（13）鈴木録弥・債権法講義（改訂版）309頁。
　（14）棋悌次・担保物権法10頁，11頁。
　（15）加藤一郎「担保法の展開」担保法大系第一巻7頁，8頁。
　（16）鈴木録弥＝清水誠編・金融法199頁，200頁〔五十嵐清〕。
　（17）鈴木＝清水編・前掲書205頁以下〔中馬義直〕。
　（18）拙稿・担保法概説11頁，267頁，268頁。
　（19）　西島梅治「融資保険」金融取引法大系第5巻303頁以下，草苅耕造「保険の担保的利用の現状」金融担
　　　保法講座1131頁以下参照。
　（20）拙稿・前掲書268頁，269頁。
　2　民法典における人的担保
　人的担保概念は，現行民法典には見出しえない。しかし，旧民法では，債務者の総財産は債権者の
共同担保であるとするとともに，特別の担保として対人のものと対物のものとの二種類のあることを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一449　一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学社会科学研究所紀要
規定している。すなわち，旧民法債権担保編第2条では「義務履行ノ特別ノ担保ハ対人ノモノ有リ対
物ノモノ有リ対人担保ハ之ヲ左二掲ク第一保証第二債務者間又ハ債権者間ノ連帯第三任意ノ不可分」
と規定している。そして，物上担保としては留置権，動産質権，不動産質権，先取特権，抵当権を掲げ
ている。ここに，対人担保すなわち，人的担保概念が規定上見出すことができるのである。ところで，
このような人的担保の規定がどのような経緯によって設けられたのかについては明らかでない。一般
に旧民法典はフランス民法を模倣とするといわれているが，このフランス民法においても人的担保に
関する規定はみられないのである。フランス民法では，人的担保の典型とされる保証は，財産取得法
第一四章保証として2011条以下で規定している。しかし，それは保証を契約の一種として規定するも
のであり，ここに一特色があるといわれている（1）。もっとも，フランス民法学ではフランス法上の債
権担保としてほ人的担保（例えば，保証・連帯債務・不可分債務）と物的担保の二種があり，保証は
対人担保の一に属すると理解されていたようである。そして，対人的信頼感を基礎とする保証は連帯
債務と相並んで社会生活の原初から債権の担保方法として最も度々用いられて来たし，Pt・一マ法上も
最も重要な担保方法の一となっていたといわれている（2）。そこで，フランス民法学上，人的担保概念
はどのようにして生成し，どのような概念として観念されていたのかは検討されなければならないが，
このような人的担保概念は，学説上は存在していたことは確かなようである。そのことからすると，
このような学説の影響をうけて旧民法典の起草にあたったボアソナード博士の創作による規定ではな
いかと推測されるのである。また，ドイツ民法典上も，人的担保の典型とされる保証は第二編債務関
係法中の「第七章個々ノ債務関係第一八節保証」として規定され，契約の一種とされていること，連
帯債務や不可分債務については「第六章債務者及債権者ノ多数」で規定されており，人的担保規定は
見出しえない。このことからすると，人的担保が規定されている旧民法典は，大陸法系の民法典のな
かでも特異なものであったとみることができよう。しかし，この旧民法典の人的担保規定においても，
人的担保概念は担保を種別するための区別概念，そして同種の担保の上位概念としてのものでしかな
かったのである。このためにかかる規定がどれほどの意味をもつものであったのか疑問が残る。
　現行民法典は，これに対して，旧民法典上，人的担保として規定されていたものを「第三編債権第
一章総則第三節多数当事者ノ債権」で規定している。すなわち，債務者が多数いる場合の問題として
捉えて規定しているのである。これは，それらは作用的側面からではなく，債務の存在状態に注目し
たものである。このことは，ドイツ民法典の影響によるものではないかと推測されるが，それにして
も保証をも含めていることは，特異である。そこで，旧民法典の債権担保編に規定されていた「第一
部対人担保」の部分が削除され，多数当事者の債権関係で規定されることになった経緯については詳
細に検討する必要があろう。しかし，その検討は後目に留保するとして（3），このようにして人的担保
概念は，民法典上は存在しなくなったことは事実である。そしてこのことが，人的担保概念を法理概．
念として形成するにあたって阻害要因となったとも推測されるのである。すなわち，民法典上は，人
的担保なるものは観念できない法理概念となってしまったのである。それに代わって，多数当事者の
債務法理の形成に努力が払われるようになったともみることができよう。
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　しかし，多数当事者の債務法理を以て人的担保法理に代替させることはできない。確かに，人的担
保を被担保者の「債務」を担保者の一般財産によって担保する場合に限定する限りにおいては，被担
保者の債務と担保者の債務の関係の問題として捉えることができ，それで十分であるともいえよう。
このため，多数当事者の債務法理を以て人的担保法理に代替し得るのである。すなわち，両者は観点
こそ異なるが同一現象についての法理とみることができるからである。しかし，前述のように，人的
担保には，被担保者の債務の他に，「信用」や「地位」や「損失」をも担保する場合が包含されると
するならば，多数当事者の債務法理は，仮に代替できるとしても，その一類型についてであるにすぎ
ない。すなわち，「債務の担保」類型に属する人的担保の揚合に限られるのであって，その他の場合
をも包括した人的担保にも通用するかどうか疑問とある。そこで，これら全ての揚合を包括した法理
の形成につき検討する必要のあることは論理上の帰結といえよう。それとともに，多数当事者の債務
関係については，今日，人的担保制度という側面から再構成する見解が多くなってきている（・）ことか
らすると，人的担保の一類型にすぎない多数当事者の債務法理の再構成にとどまらず，他の人的担保
との総合のもとで人的担保法理を形成することが重要ではないかと思われる。
　注
　（1）　仏欄西民法〔V〕114頁〔川上太郎〕。
　（2）仏欄西民法〔V〕113頁，114頁〔川上太郎〕。
　（3）民法修正案理由書（354頁以下）では，不可分債務については，　「担保編中二規定セル任意ノ不可分ナ
　　　ルモノハ連帯ノ如ク只之ヲー種の債権担保ト見タルカ故二過キス固ヨリ財産編ノ規定外二其適用ヲ有スル
　　　モノニ非ス故二本案二於テハ其財産編ノ規定ヲ参酌修正シテ之ヲ採用シ担保編の規定ハ全ク之ヲ削除セ
　　　リ」と説明されている（356頁）が，連帯債務や保証債務については，個々の規定につき削除する理由が
　　　述べられてはいるが，全部削除の理由は見当たらないのである。
　（4）　西村編・前掲書20頁〔椿〕参照。
3　人的担保制度の類型化試論
　っぎに，人的担保法理形成のための検討の前段階として，前述のような人的担保概念に包含される
ところの個々の人的担保のうち代表的なものについての性質上の特徴を概観することによって，人的
担保の類型化を試みておくことが必要ではないかと考えられる。それは，人的担保をどのようなもの
として捉え，どのような人的担保類型を前提として法理形成の議論をするのかにつき整理して置くこ
とが，議論の展開の上においても基礎を共通にするという意味で重要ではないかと考えるからである。
　（1）　人的担保上の特色の概観
　（i）民法上の保証　民法上の保証は主債務者が債務を弁済しないときに，債務者以外の者（保証人）
が，これに代わってその債務を弁済する債務（保証債務）を負担し，主たる債務を担保する制度であ
る。この保証の特色はつぎの点にある。第一に，他人によって担保されること。第二に，その他人が
保証債務を負うことによって担保されるものであること。第三に，その保証債務の責任財産は，その
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他人の一般財産であること。第四に，担保実行としての保証債務の履行にあたっては他の債権者に対
する優先弁済力を有しないこと，すなわち債権者平等の原則に従うこと。第五に，保証債務は主たる
債務とは別個独立の債務として，独立性があること，第六に，保証債務は主たる債務の内容と同一で
あること，第七に，保証債務は主たる債務と主従の関係にたっため附従性のあること，第八に，保証
債務は主たる債務に随伴すること，第九に，保証債務は，主たる債務が履行されないときに履行する
という補充性を原則としていること，第一〇に，民法上の保証は主債務者の「債務」を担保するもの
であること，第一一に，民法上の保証は無償であることを前提としていることである。
　もっとも，民法上も連帯保証の場合は補充性の失われることを，また有償保証である揚合の特別規
定を設けていないことから，無償保証と有償保証は共通するものであると考えているようである。こ
のため，第九と第一〇の特色は，法理上，どのような意味をもつものと老えるべきか問題となる。さ
らに，担保の客体とされる「債務」にっいては限定していない。このため，金銭債務に限らず，金銭
以外の物の給付を内容とする債務や役務の提供を内容とする債務についても，保証によって担保され
ると一般に解されている。そのこと自体の可否の検討はここで留保するが，後二者のような揚合の保
証は，前述のような特色をもったものと同一の保証といえるかどうか問題である。たとえば，給付保
証の揚合で，不代替物給付債務を保証した場合には，その債務を担保するという性質があるかどうか
である。その債務内容自体を実現させるという方法では担保できないからである。そこで，この場合
には債務不履行によって損害賠償債務に変ずることを停止条件とした保証であるωとして，その有効
性を一般に認めている。しかし，その実質は不代替物給付債務が不履行になったことによって生ずる
「損失」を担保するものであり，「損失の担保」として構成するのが素直ではないかと思われる。ま
た，この場合には，債務内容同一の点でも修正されるωことにあろう。あるいは役務保証として実際
に多くみられるものに工事完成保証がある。この保証の性質については，工事完成債務のみを担保し，
請負人とともに工事の完成義務を履行するだけであるにすぎないとの見解もあるが（3），標準約款では
工事完成保証人が契約上の権利・義務を承継すると規定し，通説，判例は，請負人の契約上の地位が
工事完成保証人に移り，保証人が工事完成義務を負うだけではなく，残代金債権をも取得ることにな
るし，請負人がそれまでにした仕事についての環疵担保責任も負うことになる一方で，請負人は施工
義務もなくなり，残代金債権などの権利も失うとされている（4）。これは特殊な保証であることは言う
までもないが，役務保証は，一般的にはこのようなものとして利用される場合が多いのではないかと
推測される。そうだとすると，実際にみられる役務保証は，単なる役務「債務」の担保にとどまるも
のではない。契約から生ずる一方当事者の契約上の「地位」の全てを担保するものであるといえるの
である。このように，保証にも，民法上の保証に含まれるかに見られるものの中にも，それと異なる
性質を有するものがあることに注目しなければならないのである。
　＠　営利保証　消費者U・一一ンや住宅ローンに際して，その貸付債権を担保するために，保証会社な
どが保証料を徴収して行うような保証を総称して営利保証と呼ぶことにする。このような保証におい
ては，第一に，保証会社などの保証を専門とする機関による担保であること（機関保証性），第二に，
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有償であるだけではなく保証取引として営利による担保であること（営利性）に特色がみられるほか
は，民法上の保証の特色と異なるものではない。とくに，担保の客体とされているのは貸付による
「債務」である点でも共通している。
　の　機関信用保証　中小企業者や消費者などに信用を授受し金融をはかる目的で，保証専門機関を
設け，保証料を徴収して行われている保証を総称して機関信用保証と呼ぶことにする。そのような保
証の顕著な一例が中小企業信用保証協会保証である。そこで，これを例にしながらみてみるとつぎの
ようである。これは，中小企業者の金融対策のために，信用保証協会を特別に設置し，協会が信用力
の乏しい中小企業者の保証人となることによって，その信用を補完し，金融機関からの融資を容易に
するために，有償で行われる保証である。そこで，その保証の特色をみるとつぎのようである（5）。第
一に，保証専門機関による担保であること（機関保証性）。第二に，有償であるが営利性のないこと
（有償性）。第三に，中小企業者の信用を補完することを第一次的目的とする「信用」の担保であり，
第二次的には中小企業者の「債務」を担保するものであると解するべきであることの特色がみられる。
その他は，民法上の保証と異なるものではないといえる。もっとも，この保証の性質については，通
説，判例は，民法上の保証であり「債務の保証」であると解している（6）。この見解に従えば，民法上
の保証とは全く異なるものではないといえよう。しかし，このような通説，判例も「信用の保証」性
のあることを否定するものではなく，それについては，特約により修正するだけで十分であると考え
ているようである。しかし，このような保証では，「信用」の担保こそが中心であることからすると，
「債務の保証」を前提としての特約の修正では「信用の担保」性を十分に配慮しての法的処理ができ
るものなのかどうか疑問である。この意味では，その中心となる面を直視して考えるのが素直ではな
いかと思われる。
　◎連帯債務　たとえばA，B，　C数人の債務者が連帯して債務を負担する場合に，債権者に対し
て，同一内容の債務を負担し，かつ各自独立に全部の履行をなすべき債務を負い，そのうちのいずれ
かが債務を履行したときは，他の債務者も債務を免れることのできる債務である。判例も，人的担保
の方法としては，「真実の借主と連帯債務を負担することに依りても亦同一の目的を達するを得べし」
として約定連帯については（7），その人的担保たることを認めている。旧民法典では，これを人的担保
の一種とみていたことは前述したところである。ところで，このような人的担保としての連帯債務の
特色はつぎのようである。第一に，全部が他人の債務ではないが自己の負担部分を超えるかぎりにお
いては他人の債務を担保するものとして，担保されていること（8）。第二に，主従の関係にない独自の
債務を負担することによって担保していること（債務の独自性）。第三に，債務の独自性の故に民法
上の保証のように，附従性，随伴性，補充性のないことである。しかし，その他の点では民法上の保
証と共通する。とくに，「債務」の担保たる点は異なるものではない。
　㈲　併存的債務引受　併存的債務引受は，債務者の債務を引受人が引受けて債務者と債権者との既
存の債務関係に加入し新たな債務者となるとともに，従来の債務者と併存して同一内容の債務を負担
する揚合である。この併存的債務引受が行われると，従来の債務者と引受人は併存して債務を負担す
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ることになり，一方の弁済があれば他方の債務も消滅する。そこで，従前の債務者と引受人の債務の
併存関係をどのように解するか問題となる。判例は，この関係を連帯債務と解している（9）。学説も，
これが通説である。この見解によれば，前述の連帯債務と全く同様の特色をもった人的担保というこ
とになる。これに対して，近時の多数説は，不真正連帯債務と解している（1°）。しかし，このように解
したとしても，従来の債務者と引受人という数人の債務者によってその債務の履行が確保されること
には変わりはないことから，人的担保であることには変わりはない。それだけではなく，既存の債務
を引受けて債務の履行を確保することから，民法上の保証と近似する。このことから検索の抗弁権を
欠くところの保証とみて保証の一種とみる見解もある（11）。しかし，併存的債務引受は連帯保証に類似
するが仔細に観察すると，法的性質は異なるものである。その特色は，第一に，引受当時においては
原債務の存立・内容に従属するが，引受後将来においては，引受人の債務は独自に存立すること，第
二に，この債務の独自性のために附従性，随伴性，補充性のないことである。しかし，その他の点は
民法上の保証と共通する。とくに，担保の客体となるのは従前の債務者の「債務」である点は異なら
ない。
　（・・）身元保証　雇傭契約に伴って使用者が被用者から受ける損害を填補することを他人が引受ける
のが身元保証である（身元保証法1条）。身元保証の法的性質については，①被用者の債務不履行や
不法行為によって被用者が負う損害賠償債務を身元保証人が担保するもの，②被用者が債務を負うか
どうかを問わず，その者を雇傭することによって使用者が被るであろう一切の損害を担保するもの，
③使用者が損害を受けたときにその財産上の損害を担保するだけではなく，被用者の身上についても
使用者に一切迷惑をかけない趣旨のものがあるとされている（11）。①の場合は，一般に，一種の保証債
務とみられている。それは将来の損害賠償「債務」の担保たる性質を有すると理解されているからで
ある。そうだとすると，その人的担保としての特色は，民法上の保証と異なるものではない。しかし，
この場合も被用者の履行義務違反にともなう「損害」を担保するものと捉えることもできないわけで
はない。このように解するならば，「損害」の担保たる特質を有する点においては民法上の保証とは
異なることになる。②の場合は，被担保者の債務の存在を前提としていないことから民法上の保証と
は，全く異なるものである。このことから，損害担保契約の性質をもつとされている。この場合の特
色は，第一に，被担保者の債務の存在を前提としない担保であること，第二に，被担保者によって惹
起された債権者の「損失」を担保するものであること，第三に，このことのために民法上の保証のよ
うに債務内容同一性，附従性，随伴性は問題にならないことにみられる。しかし，他人が債務を負担
することによって担保するものであること，一般財産による担保であること，優先弁済力のない担保
であることは共通している。③の場合は，身元引受ないし人身保護で担保といえるかどうか問題であ
る。ただ，その検討は，ここでは留保する。
　（D　損害担保契約（12）　損害担保契約は，広い意味では，一方の当事者が他方の当事者に対して，
一定の事項ないし事業についての危険を引き受け，これにより生ずる損害を担保することを目的とす
る契約であるといわれている。そのなかには，一定の債権関係から生ずる債務者の債務違反その他に
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よって債権者に発生する損害を担保する場合も含まれるとされている。このように，損害担保契約は，
債権者が信用供与に際して被るかも知れない損害を第三者の一般財産によって独立して担保するもの
で人的担保とみることができる。その例をみると，地方公共団体がその本来なすべき事業を外郭団体
である法人によって行う場合に，このような法人が金融機関に融資を求める際に，地方公共団体がそ
の融資に伴う損害につき損害担保契約を行う場合や，提携ローンの場合で，銀行が住宅の購i入者に対
して，融資をする際に，その融資によって被る損害を提携先である販売会社によって担保させるため
に行われる損害担保契約などが，それである。この場合の人的担保としての特色は，とくに，第一に，
被担保者の債務の存在を前提としない担保であること，第二に，債権者の「損失」を担保するもので
あることに求めることができる。
　（f）保証保険（13）　保証保険は，債務者が保険契約者となり，債権者を被保険者として，保険契約
が行われ，債務者が保険料を支払うことによって，保険契約者たる債務者の債務不履行によって損害
を被った被保険者たる債権者にその損害を填補するため保険金が支払われる保険である。履行保証保
険，入札保証保険，住宅ローン保証保険などがそれである。例えば，その一つである住宅ローン保証
保険についてみると，保険契約者である債務者が，住宅資金融資契約における債務を履行しない場合
に，被保険者である債権者の被る損害を墳補するもので，その効果は，債権者の住宅ローンにおける
債権の担保にあることは明らかである。その特色は，第一に，債務者との契約に基づく担保であるこ
と，第二に，保険会社である機関による担保であること，第三に，保険会社が保険金支払債務を負う
ということによる担保であること，第四に，一般財産による担保であること，第五に，債権者の「損
失」を担保するものであること，第六に，債務者の債務の存在を前提としないこと，第七に，このこ
とのために債務内容同一性，附従性，随伴性は問題とされないこと，第入に，有償，営利性を有する
ことなどがみられる。
　（リ）信用保険（14）　信用保険は，債権者が保険契約者となり，かつ自らを被保険者として保険契約
を行い，債権者が保険料を支払うことによって，債務者の債務不履行によって損害を被った債権者た
る被保険者に保険金が支払われる保険である。身元信用保険，割賦販売代金保険，請負信用保険，個
人ローン信用保険などがそれである。例えば，その一つである身元信用保険は，従業員が不正行為を
して企業や団体に損害をかけた揚合に，その損失を填補するための保険であり，個人ローン信用保険
は，金融機関の金銭消費貸借契約にもとつく，使途自由の個人債務者に対する貸付債権について，債
務者が債務を履行しない場合，金融機関が被る損害を填補することによって，債務の履行を担保する
ものである。その特色は，債権者との契約に基づく担保であるということ以外は，前述の信用保険と
異なるものではない。このため，信用保険と保証保険を区別することについて疑問を提示する見解も
みられるのである（15）。
　注
　（1）　西村編・前掲書213頁〔椿〕。
　（2）椿教授は，保証の特質としての内容同一性について問題があるとされる（西村編・前掲書196頁〔椿〕）
　　　のは，この意味で適切である。ただ，そこでは，不代替物給付保証を金銭債務保証などと同じように同一
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　　の保証として捉えることを前提とされているが，そのこと自体に問題はないのかである。
（3）　中村絹次郎「新版建設工事請負契約要論」338頁。
（4）　建設業法研究会編・公共工事標準請負契約款の解説163頁，滝井繁i男「建築工事契約の法律実務」76頁，
　　札幌高判昭和37．9．15訟務月報8巻12号1763頁。これに対して東京地判昭和52．8．30判例時報880号46頁は，
　　権利義務を重畳的に承継するとしている。
（5）詳細は，拙稿「信用保証協会の保証の現状と問題点」金融担保法講座IV393頁以下参照。
（6）谷川久「信用保証協会のする保証の性質」銀行取引判例百選〔新版〕183頁，藤江忠次郎「信用保証協
　　会の保証の性質」金融法務330号18頁，札幌高判昭和37．6．12金融法務315号78頁，東京高判昭和35．10．26
　　下民集11巻10号2292頁など。
（7）　大判昭和12．11．1法学7巻2号103頁。
（8）椿寿夫「人的担保・物的担保」民事法学辞典1068頁。
（9）拙稿・前掲書290頁。
（10）拙稿・前掲書290頁参照。
（11）鈴木＝清水編・金融法243頁〔中馬〕。
（12）詳細は，拙稿「狭義の保証人以外の人的担保」金融取引法大系第5巻288頁以下参照。
（13）詳細は，西島・前掲303頁以下，草苅・前掲131頁以下参照。
（14）詳細は，注（13）の文献を参照。
（15）西島・前掲308頁。
　（2）人的担保制度の類型
　以上のような人的担保とされる代表的な制度の検討を通じて，人的担保の類型化を試みるとき，最
も重要な要素は，何を担保しようとしているのかであり，担保の客体となるものに注目することが必
要である。かかる観点を機軸として類型化するとき，つぎのように類型化するのが妥当ではないかと
思われる。
　（イ）　「債務担保」型人的担保　人的担保によって被担保者の「債務」を担保する類型である。従来
からも人的担保といわれる場合には，この類型だけが意識的に，あるいは無意識的に想定されていた
もので，人的担保の典型類型といえる。この意味では，狭義の人的担保ともいえる類型である。これ
まで検討してきたものについてみると，民法上の保証で金銭債務保証がその典型であるが，営利保証，
連帯債務，併存的債務引受などもそれに属する。また，機関信用保証も二次的にはかかる類型と位置
づけることもできよう。この類型では，被担保目的としては，被担保者の債務の存在が要素となって
いる。
　すなわち，被担保債権の存在を前提とする担保である。しかし，担保の客体とされる被担保者の債
務と担保者の債務との関係をみると，附従性のある従属的担保と，附従性のない独自的担保に別れる。
前者は，民法上の保証や営利保証，二次的な性格ではあるが機関信用保証もそれに属する。後者に属
するのは連帯債務や併存的債務引受である。
　また，この類型では，無償担保が原則であるが，営利保証のように有償・営利担保であるものもみ
られる。
（n）　「信用担保」型人的担保　人的担保によって被担保者の「信用」を補完することを主たる目的
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とし，ただ最終的には「債務」を担保する類型である。機関信用保証がその典型である。この類型で
は，被担保目的としては，被担保者の信用の付与にあることが要素となっている。このため，被担保
債権に相応する信用の付与の存在を前提とする担保である。また，信用の付与の存在とは附従性があ
り従属的担保である。そしてまた，機関担保であり，有償担保たる性質をもつのが普通である。
　の　　「地位担保」型人的担保　人的担保によって被担保者の契約当事者としての「地位」を担保す
るものである。工事完成保証がその典型である。この類型では，被担保者が契約当事者たる地位にあ
ることが要素となっている。すなわち，被担保債権に相応する契約上の地位の存在を前提とする担保
である。また，契約上の地位とは附従性があり従属的担保である。
　（⇒　「賠償担保」型人的担保　人的担保によって被担保者の債務不履行や不法行為による「賠償」
責任を担保する類型である。この類型では，当初は，被担保者の「履行」を担保するものではないが
「債務」は担保されていない。その後，不履行が生ずることによって損害賠償債務に転じた場合には，
被担保者の負担する「賠償」債務を担保するものである。この意味では，被担保者の賠償債務の存否
を問題としていない後述の「損失」担保とは異なる類型である。このため，条件付「債務担保」型人
的担保とみることもできないわけではない。しかし，当初の担保目的の異なることから，一応，これ
とは別の類型として捉えることにする。不代替物給付保証，身元保証で①の性質をもつ場合がそれで
ある。この類型では，被担保目的として当初は「履行」責任が，後には「賠償」債務のあることが要
素となる。このため，被担保債権に相当する履行責任とそれが転化したところの賠償債務の存在を前
提とする担保である。また，この履行責任や賠償債務とは附従性がある従属的担保である。
　㈲　　「損失担保」型人的担保　人的担保によって債権者の「損失」を担保する類型である。このた
め，債権者の損失填補として構成することも可能である。これが保険の形式を用いる場合の構成であ
る。しかし，債権者の損失の発生は，被担保者によって惹起されるものであることからすると，本来，
被担保者が負担することになる損失を担保するものとして，担保的に構成することのほうがその実質
により適合するものではないかと思われる。ただ，法的には，被担保者に債務や責任のあることを前
提としていない担保である。身元保証で②の場合，損害担保契約，保証保険，信用保険がそれである。
この類型は，被担保債権に相当するものの存在を必要としない担保である。このため，従属的担保か
独自担保かを観念できない人的担保である。そして，保証の形式を用いる場合も，保険の形式を用い
る場合も，いずれであっても同質の人的担保といえる類型である。
　おわりに
　本稿では，人的担保研究の序論として，人的担保概念の整理と人的担保類型化試論につき検討をし
た。この他に，人的担保の特徴につき検討するのも序論的検討としては必要であろう。しかし，この
点は，紙数の関係上，今後に，留保する。ところで，このような序論的検討を通じて明らかになった
ことは，人的担保の研究は未だ十分に行われていないということである。その概念構成についてすら
十分ではないのである。そこで，このことを自覚し，今後は，本稿での序論的検討による整理を前提
として，人的担保法理の形成に向けての本格的論稿をまとめ挙げる予定である。　（いとうすすむ）
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